Research on Immigrant Hotel in Yokohama by 藤原 法子
移民宿にみる都市横浜
―１９５０年代の移民宿を中心とする移動の拠点の一位相―
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１９５２年サンフランシスコ講和条約が締結され、それま
での様々な規制が解かれていくなかで、横浜は海外へ
渡っていこうとする人々や海外から日本にやってくる
人々でにぎわいを呈するようになる。そうしたなか、戦
前、日本から海外へわたっていく人々、多くの移民が利
用した施設であった移民宿が再建されていった。帰国す
る移民した人々や里帰りや観光で日本にやってくる移民
した人々の宿泊先として、日本から海外へ新たに移民し
ていく人々の出航前の宿泊先として、移民宿は国境を越
える人々の移動を支える重要な役割を担っていく。
しかし日本が高度経済成長期にはいるとともに、日本
から海外に移民していく人々は減少していく。横浜では
移民宿の一つであった「K旅館」が１９８１年に営業を終
え、最後まで残っていた移民宿が姿を消した。かつてこ
の旅館が建っていた場所は、現在もテナントビルとして
残ってはいる。だが当時、移民宿のまえで海外からの多
くの観光団が写真を撮ったその賑わいは、今はない。け
れどもその賑わいの一端を、移民宿を中心として展開し
ていた移動の拠点としての世界の一端を、本稿では取り
上げていく。
初期のトランスナショナリズムと現在のトランスナ
ショナリズムを繋ぐ、そのはざまの移動の拠点としての
場所の位相をここでは探っていきたい。
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本稿で対象とする移民宿とは何か。
明治以降、日本から海外に渡っていく人々が増加する
が、そうした人々の横浜到着から外航汽船への乗船まで
の様々なサービスを提供し、人々の移動を支える重要な
役割を担ったのが移民宿である。本稿で取り上げる移民
宿とは、「外航旅館」のことである。つまり海外渡航前
の人々が出航まで滞在する宿泊施設である。現在のとこ
ろ、移民宿がいつ頃からでき始めたのかは明らかではな
いが、明治２７年（１８９４）に発行された『東京横浜電話交
換加入者名簿』（東京電話交換局 １９８４）によれば「旅
人宿之部」に１６軒の記載がある。そのうち「回漕業」も
併せて記載されているものが７軒である。回漕業とは外
航汽船に積み込むあるいは船から下ろす船荷の手続きを
する事業である。つまり旅館と回漕業とを兼ね、外航汽
船に人びとおよびその人々の持ち込む荷物の手続きを
行っていたのが「外航旅館」通称移民宿であった。
海外への出航地であった横浜では、こうした移民宿が
集まり戦前・戦後ともに「横浜外航旅館組合」が作られ
ている。戦前の資料として手元にあるのは昭和１１年に発
行された『模範海外渡航案内』（海外発展協会 １９３６）
という海外渡航者のための詳細な案内書の巻末の広告だ
けであるが、そこには１７軒の宿が名を連ねている。また
戦後の資料としては、「横浜外航旅館組合」が出してい
る「横浜観光案内図」１）というパンフレットであるが、
旅館および運送会社（１軒）の計１３軒で構成されてい
る。この運送会社は、戦前は移民宿自身が担っていた外
航旅館から船への荷物、船から外航旅館への荷物の運送
を専門的に行っていた。ここに挙げた「横浜外航旅館組
合」に所属していた移民宿以外にも横浜には多くの移民
宿があり、たとえば大正１０年の『最近横浜市商工案内』
（横浜市商工課 １９２１）によれば、４１軒の旅館が記載さ
れている。このうち回漕業などの記載と併せると凡そ３０
軒ほどが移民宿として営業していたと思われる。またこ
れらの電話帳や商工案内に記載されている住所から、移
民宿の多くが戦前は横浜停車場と大桟橋との中間にあた
る地域―本町や相生町や住吉町などの５・６丁目など、
要旨：日本からの移民は明治期に始まるが、そうした国境を越えて移動する人々の移動を支える役割を担ったのが移民宿であ
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馬車道の北側周辺―に多く分布している。
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それでは移民宿が国境を越える人々の移動に関わっ
て、これほどまでに賑わっていたのはなぜだろう。それ
は移民宿が、渡航する人々が出航までのあいだ滞在する
ための単なる宿泊施設以上の役割を担っていたことによ
る。
ではどのような役割を移民宿は担っていたのか。移民
宿で提供されたサービスとは、横浜停車場への出迎え、
乗船券の販売、船への荷物の積み込みおよびそれに関わ
る手続き、旅券発行に関わる手続きや渡航審査に関わる
準備などが挙げられる。これらのサービスの大半は現在
では、旅行会社によって代行されているものでもある。
しかし、移民宿の移動を支える施設としての重要性は、
こうした目に見えるかたちでの移動を支える直接的な役
割以上に、移民宿を通して、人々が海外で生活していく
うえでの様々な情報を得るための場として機能していた
ことにあるだろう２）。
たとえば大正期にハワイに渡っていくまでの横浜の移
民宿での体験を著した著書のなかで、芳賀武は、同宿し
た人々とのかかわりの中で、アメリカについて、ハワイ
での労働や暮らしぶりについての情報を得ていく（芳賀
１９９０）。移民宿とは呼ばれていたが、あくまでも通称
である。芳賀とともに宿に滞在していたのは、書生や呼
び寄せでハワイにわたっていく人々、アメリカで事業を
している夫のもとへ向かう女性など、海外へ渡っていく
多種多様な人びとである。そしてこうした人々それぞれ
にとって、見ず知らずの土地へ旅立っていくうえで、こ
こで出会った人々は彼らの移動を支える重要な資源で
あった。それは渡航した先で、とりあえずの宿を確保す
るとき、仕事を探すとき、住まいを探すとき、何らかの
災難に見舞われたときのもしかしたら助けになるかもし
れない、そういう頼みの綱のひとつであった。移民宿は
その意味でも国境を越えて移動する人々の重要な結び目
としての役割を担っていた。また移民宿滞在中の横浜で
の経験を通して、横浜に居留する欧米人を初めて見、彼
らの生活を垣間見たり、関内などを行き来する外国船の
水夫や中国人、インド人等の姿や振る舞いに驚いたり、
洋食を食べたり、洋画を見たり、歌舞伎の舞台や琵琶の
演奏会に行ったり、人力車に初めて乗ったりなど、自ら
の出郷地とは異なる都市的世界での経験、それはまさに
「異文化体験」とも呼べるような経験を重ねていく（芳
賀 １９９０）。
すなわち移民宿での滞在は、移民する人々、海外に
渡っていこうとする人々にとって、海外渡航のためのい
わゆる事前の「教習所」のようなものとして機能してい
た。実際、神戸ではこうした移民宿に代わって、国立の
移民教養所が作られていく３）。
では、第二次世界大戦を経て、国境を越える人々の移
動の拠点はどのように変わっていくのか。戦後の移民宿
をめぐって展開する世界の一端を次に見ていこう。
2

まず、日本をめぐる人々の国境を越える移動がどのよ
うなものだったのか。
１９５０年代に入ると、多くの人々が再び国境を越えて移
動するようになる。ここでは外務省が出している外交青
書の『わが外交の近況』および法務省の『出入国管理統
計』を参考にしながら、１９５０年代の人々の国境を越える
状況と日本の海外移住政策およびそれを取り巻く状況に
ついて概観しておきたい。
『わが外交の近況』（外務省 １９５７；１９５９）に掲載され
ている戦後の外務省の旅券発行数については、１９４６年に
８人、１９４７年に１２人とわずかばかりであったのが、１９５０
年には３，２９１人、１９５１年には８，７３６人に増加し、１９５２年に
は１万人を越えていく。１９５８年には３６、６４６人となる。
そのうち渡航目的が「永住者」の旅券数が３０％以上を占
めている。
こうした状況の背景としては、サンフランシスコ講和
条約の成立により連合国軍による支配が解かれたこと、
また国内だけでは賄えない就業状況に対して「海外移住
が今日最重要政策として取り上げられなければならない
ゆえん」とし、「好意ある受け入れ国における経済開発
に協力貢献することによって国際協力を推進するととも
に、我が国の人口問題の緩和に幾分なりとも役立てるた
め移住を推進するようあらゆる施策を考慮している」
（外務省 １９５７）という海外移住政策が積極的になされ
ていたことが挙げられる。そして日本海外協会連合会お
よび地方海外協会により、移住者の募集や選考、渡航費
の貸付などがなされ、また日本海外移住振興株式会社に
より、移住用地の購入などがなされ、積極的な海外移住
支援が行われた４）。
この時期は日本からの出国者が増加するのと同様、海
外から日本にやってくる人々も増加していく時期であ
る。法務省の『出入国管理統計』（法務省 １９６０）によ
ると、外国人の入国者数は１９５０年には１８，０４６人、１９５２年
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には３２，２６２人、１９５８年には９６，５１４人と増加しており、そ
の内訳を１９５８年の地域別で見てみるとアジアは２２，９７９
人、ヨーロッパは１５，５６０人、北アメリカは５４，０６９人と
なっている５）。また日本人の入国者数は１９５０年には
１６，１３９人、１９５２年には２８，０６５人、１９５８年には７２，５１４人で
ある６）。この人々の中には、戦前日本から移民した人々
で帰国してきた人や「観光団」として来日した人々が多
くいる。
こうした状況のもと横浜は戦後再び、海外へのそして
海外からの窓口として移動の拠点となっていくのであ
る。
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では、戦後、移民宿を中心として、どのような移動の
拠点としての世界が形成されていたのか。国境を越えて
移動する人々をめぐって展開していたその一端を、当時
の関係者からの聞き取りをもとに提示していく７）。
「K旅館」は、横浜で最後まで営業していた移民宿で
ある。熊本出身者によって創業され、大正期にはすでに
営業を始めていたとのことであるが、その後、最後の営
業時に経営者であった I氏の兄が経営を引き継ぎ、I氏
は番頭として関わるようになった。所在地は創業当時か
ら関内であったが、戦後は GHQによる接収のため、現
在の JR桜木町付近に多くの移民宿が再建されるのと同
様に、「K旅館」も花咲町で営業を始めたのが１９５２年で
ある。そして１９５８年に元々の所在地である関内に戻って
の営業が再開される。
「K旅館」でも戦前同様、移民宿としての営業を行っ
ているが、その利用者は大きく変化している。それは、
１９５６年に横浜に「横浜あっせん所」という国立の移民の
ための施設が作られたこと、海外協会連合会による募
集・選考を経て「あっせん所」での移民研修の後移民し
ていくようになったことが大きい。これらの人々は日本
政府による開拓移民８）としておもに南米に渡っていく
が、「K旅館」ではこうした人々とは別に、出稼ぎ移
民９）としてカナダに漁業のために渡っていく人々や海外
から帰国する移民の人々の宿として利用されていた。
もっとも大きな変化は、海外から来日する人々がその
利用者の中心を占めるようになったことである。それが
海外からの「観光団」である。ハワイやアメリカ本土、
カナダなどに暮らす戦前日本から移民していった人々の
里帰りおよび日本観光のためのツアー団体である。それ
ぞれの地域にある旅行社、あるいは旅館・ホテルが主催
して募集し、船や飛行機で来日する。その宿泊先が移民
宿であった。
I氏の息子である F氏によると、そうした「観光団」
が移民宿に宿泊することによって、移民宿には当時さま
ざまな機関や人々が集まることになった。一つには、外
貨両替のための銀行、もう一つは日本の旅行会社であ
る。
一つの観光団は、３０名から４０名くらいで構成されてい
たが、その人々がすべてドルを持って日本にやってく
る。しかも１ドル３６０円というレートの時代である。F
氏自身は当時、小中学生の時代であるが、船であれば沖
まで出て入国手続きその他の手伝いをし、飛行機であれ
ば羽田空港まで行って同様に手続きの手伝いをした。そ
うした際や旅館でちょっとした手伝いをしたときなどに
チップで１ドルをもらっていたから、お金には困ったこ
とがないとの話もあった。それは旅館で働いている従業
員に対しても同様であり、それだけでも移民宿には多く
の外貨が集まり、また宿泊客たちが日本円に両替するた
めに、銀行がわざわざ旅館まで出向いてくるのが当時の
状況であった。
また観光団の人々は、それぞれの出身地、故郷への里
帰りの一方、日本での観光も目的として来日している。
移民宿は、入国および出国の際の宿泊先であって、日本
滞在中はそれぞれ観光地に出掛けていき、そこに宿泊す
ることになる。そのため、そうした人々の宿泊予約を取
るために、当時は日本の旅行社も頻繁に移民宿にやって
きていた。当時、移民宿が行っていた役割・サービス
は、現在の旅行社が行っているサービスとほとんど変わ
らないものであるが、そのサービスの担い手の中心はま
だ移民宿にあった。
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移民宿と並んで、国境を越えて移動する人々をめぐっ
て展開した施設の一つが「スーベニア屋」である。これ
はいわゆる土産物屋である。横浜には GHQが駐留して
いたと同時に、彼らが帰国する船の出港地でもあり、そ
うした人々向け、海外からの観光客向け、また「観光
団」の人々向けと土産物の需要が非常に高かった。
F氏によれば、当初は「K旅館」の近辺にもスーベニ
ア屋が、長屋状にならんで営業をしていたとのことであ
る。また１９５４年にはスーベニア屋関係者によって、弁天
町にスーベニア屋が入居するためのビルも建設されてい
る（神奈川新聞 １９５４）。もともとこの辺りは明治期に
は、居留地の人々向けに日本の浮世絵や家具などを売る
店が立ち並んでいた場所でもある。
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また外国からの船が入る大桟橋のところには、１９５９年
に「シルクセンター」が建てられ、そのなかには多くの
スーベニア屋、土産物屋が入居していた。
シルクセンターでその開業当時から宝飾店を営んでい
る S氏は、「当時は、店を出すのに県の資格審査があっ
た。優秀な店しか入れなかった。現在は両替やジャパン
タイムスの代理店もしながらかろうじて外国人相手の商
売もしているが、外国人相手だけではやっていけない」
と現状を語ったが、シルクセンターの中１階と地下１階
部分が店舗部分となっており、現在は地下部分にはスー
ベニア関係の店舗はなく、中１階部分だけであり、当時
の賑わいを想像するのは難しいが、開業当時はどちらも
すべて店舗で埋まり、またその店舗も客で埋まっていた
とのことである。また円とドルのレートの関係もある
が、「１００万、２００万という買い物もざらではなかった」
ほど繁盛していた。
外国からの客船が入る大桟橋の付近には、シルクセン
ターのほかにも、スーベニア屋などが多く集まってい
た。現在もそこで店を構える電器店は、移民宿の客の注
文を受け、帰国までに炊飯器などの家電製品を納入して
いた。
現経営者の M氏は、「K旅館さんのお客さんからの依
頼で、帰国に間に合わせるように商品を届けたりしまし
たよ」と言い、多くは海外からの観光客向けの商売だっ
たが、「観光団」の人々にも、注文に応じて販売してい
た。ここでは、店舗で商品を販売すると同時に、停泊中
の船内に直接売りに行く「売り子」に商品も卸してい
る。
「横浜外航旅館組合」が出している「横浜観光案内
図」には、その地図の裏に、広告も掲載されており、自
転車屋や仏具・仏壇店などがスーベニア屋や汽船会社の
広告とともに掲載されており、移民宿を起点として、国
境を越えて移動する人々をめぐってさまざまな人々や機
関が展開し、移動の拠点としての世界が形成されていた
ことがうかがえる。
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「K旅館」の F氏が、「当時は移民宿が中心だった」
と語ったように、１９５０年代の横浜において、移民宿を一
つの起点として、さまざまな機関、団体、施設、人々が
繋がっている状況が垣間見える。それは横浜という場所
だけにとどまらない。
移民宿における「観光団」の受け入れは、ハワイやカ
ナダなど現地の宿泊施設（日系移民の人々が経営するホ
テル・旅館）との繋がりの中で行われている。たとえ
ば、「K旅館」の戦後の関内への移転・新築に際して
は、ハワイの『布哇タイムズ』などの日系新聞に現地の
宿泊施設によるお祝の広告および「K旅館」によるお知
らせ広告が掲載されている（布哇タイムズ １９５８）。そ
して F氏によれば「観光団」であれ、個人の客であ
れ、来日の際には、現地の宿泊施設から出発日時、乗船
客等の連絡があり、また日本から帰国する際には、「K
旅館」から現地の宿泊施設に対して同様の連絡をやりと
りしていた。
また１９５０年代当時は、アメリカやハワイから「K旅
館」着でさまざまな荷物が届いた。F氏によれば最終的
な宛先がわからなくても、「ここ（K旅館）にさえ送れ
ば届くというので、プロ野球の選手の野球のバットなど
も届いた」ということである。現在のような宅配便がな
い時代であり、海外からの荷物の受け渡し先としても移
民宿が機能していたのである。
この当時、横浜は移動の拠点としての機能を、横浜自
身の経済発展および政策として位置づけようとしてい
る。たとえば、当時の神奈川新聞によると「ハマの移民
基地化一歩前進」（神奈川新聞 １９５４）との見出しで、
「横浜あっせん所」の設置が決議なされたことの記事が
掲載され、さらには「国立移民あっせん所の設置場所は
ぜひ横浜に」との見出しで、市が県と協力して運動を起
こすことの記事が掲載されている。ここには、初期の国
境を越えて移動する人々と場所を繋ぐ動き（ここでは初
期トランスナショナリズムと呼ぶ）の背後にあった「海
外雄飛」のその拠点としての位置づけがみえる。こうし
た位置づけのなかで、移民宿は重要な結び目として、移
動の拠点としての当時の横浜の中心を担っていたといえ
る。
そして F氏は移民宿でのつながりのなかで、１９７０年
代大学卒業とともに海外に出ている。当時、自分の名前
しか答えなかったが、就労ビザをもらいハワイに出掛け
て行った。ハワイでは、「観光団」の団長として「K旅
館」を利用していた人の家に滞在させてもらっていた。
未だ海外旅行が一般的ではない時代に、移民宿を起点と
して形成される関係性のもと F氏のハワイ行きが可能
になったのであり、それを可能にするだけの役割を移民
宿が担っていたということでもある。
その後、移民宿がそれまで担っていた役割が他の専門
的な機関や施設に担われるようになり、また日本からの
移民が減少し、海外への／からの人々の移動が変化して
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いくなかで、「観光団」の来日も減少し、移民宿はその
役割を終えていく。
また横浜という場所における移動の拠点としての役割
も大きく変化していく。先述したシルクセンターで宝飾
店を経営する S氏は「東京オリンピックがピークだっ
た」と語っているが、サンフランシスコ講和条約が成立
し、海外への移民や海外からの旅行客が１９５０年代におい
て増加していくが、そのご当初は船で来日した人々は飛
行機へのその交通手段を変えていく。１９７１年にブラジル
に向けての最後の移民船が横浜を出港する。「横浜あっ
せん所」もその後数度の改称を経て、「移住センター」
に変わり、海外からの移民の子ども世代・孫世代の受け
入れ、研修施設となっていく。そして政府の海外移住政
策も日本からの移民の送り出しから移住先の人々に対す
る支援を中心とするものへと変わっていくのである（外
務省 １９６５）。こうした状況の変化のなかで、「海外雄
飛」は過去のものになっていくのである。
では、こうした移民宿の盛衰から何が見えてくるの
か。
日本における明治期以降の国境を越える人々の移動と
場所を繋ぐ動きを先に、初期トランスナショナリズムと
呼んだが、そこには「海外雄飛」というかたちで示され
るように国家の政策としての海外への人々の送り出しが
ある。むろんそこを生きる人々がかならずしもそうした
国家の政策を背負っていたわけではない。しかしまた全
くそこから無縁であったわけでもない。多かれ少なか
れ、ナショナルなものを背負いつつ、国境を越えて移動
し、移動先社会と繋がっていったのである。一方で、現
在の国境を越える人々の移動と場所を繋ぐ動きとしての
トランスナショナリズムにおいて、そこにまったくナ
ショナルなものが介在しないわけではないが、初期のト
ランスナショナリズムが国家の政策をその背後にもって
いたのとは異なり、経済的なグローバル化を背景としな
がら生じてきたものということができる。そして本稿で
取り上げた１９５０年代の移民宿をめぐる状況は、この初期
トランスナショナリズムから現在のトランスナショナリ
ズムへのはざまの場所の位相としてみることができるの
ではないか。横浜では、先述したように移民宿の役割が
「横浜あっせん所」に担われるようなり、戦後は「観光
団」の宿に特化していく。国家の政策としての海外への
人々の送り出しが、政策の変更にともない消滅していく
なかで、初期の国境を越える人々の移動と場所を繋ぐ動
きも、それを支えた移民宿も衰退していったのである。
しかし、初期トランスナショナリズムを支えた移動の拠
点としての横浜は、新たな国境を越える人々の移動とし
てのトランスナショナリズムが展開する場所となってい
る。本稿ではまだその一端を提示したにすぎないので、
類推するしかないが、初期トランスナショナリズムを支
えた施設である移民宿はかたちを変え、現在のトランス
ナショナリズムを支えているのではないか。たとえば、
筆者がこれまで取り上げてきた国境を越えて移動する
人々の移動を支える役割を担う施設の一つとしてこれま
でエスニック・スクールがあるが、エスニック・スクー
ルでは、現在、移動先社会である日本社会を足場にしつ
つなおかつ自らの出身地である社会とも繋がっていこう
とするような生き方が模索されている（藤原 ２００８）。
それは複数の社会、複数の場所と繋がっていこうとす
る、そうした生き方を前提とする人々と場所との結びつ
きである。むろん移民宿自体はなくなってしまっている
が、移民宿があった場所の記憶やそこを生きた人々の経
験がなくなってしまったわけではない。移民宿を媒介と
する記憶や経験が、エスニック・スクールに見られるよ
うな人々の生き方や場所との結びつき方を支えていくこ
とにつながっているのではないだろうか。

本稿では、１９５０年代という一時期の移民宿をめぐって
展開していた場所の経験のその一端を提示したにすぎな
い。しかし、その中から現在の国境を越えて移動する
人々を支える実践や施設の記憶の一端が拾えたのではな
いかと思う。そうした実践が展開する場所としての都市
地域社会の新たな位相の一端が見えてきたと考えてい
る。
もう一つの移民宿の場所として、神戸がある。横浜と
は異なる経験のなかで、現在の国境を越えて移動する
人々の一つの拠点としての役割を担っている。今後は、
神戸における移民宿の展開をも踏まえながら、現在のト
ランスナショナリズムへとどのように架橋していくのか
を明らかにしていきたい。
注
１）この「横浜観光案内図」というパンフレットについて
は、横浜市立中央図書館に所蔵されているものである
が、その発行年については昭和３０年代？という図書館に
よるコメントが付されているだけで確かではないが、本
稿で取り上げる「熊本屋旅館」が戦後再建された場所か
ら関内に移転したのが昭和３３年であり、パンフレットに
おいても関内にその場所が記載されているので、おおよ
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その年代としては当てはまると考えられる。
２）たとえば、旅券発行や海外渡航前の身体検査など出港地
の県庁において行われたのだが、移民宿では番頭などが
宿に泊まっている人々を県庁につれて行ったり、身体検
査に合格するために治療が必要な者には医者の紹介をす
るなど、また必要に応じて移民の入国審査にともなう試
験の準備や情報の提供などを行っている（芳賀
１９９０）。
３）神戸に作られた移民教養所については、山田宙子の「我
が国海外移住の足跡－「移住教養所」設立までの経緯
－」に詳しい。神戸の移民宿は公的な機関が作られるこ
とで姿を消していくが、横浜には戦後の海外移住政策の
もとで１９５６年に「横浜移住あっせん所」（１９６１年には磯
子区に移転し「横浜移住センター」と改称され、さらに
１９７１年に「海外移住センター」に改称される）が開設さ
れるまで、移民宿がその役割を担ってきた。それらが移
動の拠点としての場所につくられる世界とどのように関
わっているのかいないのか、移動の拠点としてのあり様
との関係については横浜と神戸それぞれの違いを通して
みていくことも必要であるが、それらについては稿を改
めて明らかにしたい。
４）戦後の日本の移住業務を担った団体として１９５４年に財団
法人日本海外協会連合会が外務省の外郭団体として設立
され、翌１９５５年に日本海外移住振興株式会社が政府およ
び民間からの出資により設立された。１９６３年にこの二つ
が統合されて海外移住事業団が設立されている。
５）このほかアフリカ、南アメリカ、オセアニアがあるが、
１９５８年のそれぞれの地域からの外国人の入国者は４５８
人、９６８人、２，３３０人である。
６）この入国者数には１９７２年の沖縄返還までは沖縄との往来
者も含まれている。
７）本稿における聞き取り調査は、２０１０年７月から８月にか
けて、横浜市の移民宿関係者 F氏、およびスーベニア関
係者に対して行ったものである。
８）戦後、政府は海外移住政策を進めていくが、その基本は
移住先において移住者自らが農地を開拓し、そこで生計
を立てていく自立農であった（外務省 １９５７）。そのた
め、ドミニカ移民のような棄民政策と呼ばれるような事
態も生じている。
９）日本の初期移民―ハワイへの契約移民―は、３年契約で
働き、契約後日本に帰国するといういわば出稼ぎ目的の
ものである。それと同様に、戦後政府が行っていた海外
移住とは異なり、出稼ぎ目的のものをここでは「出稼ぎ
移民」とよぶ。むろん、出稼ぎ移民だからと言って、必
ずしも一定期間の後帰国するとは限らず、永住する人々
もいる。
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